27介第1081号
平成27年６月１日
指定（介護予防）通所介護事業所の管理者
指定（介護予防）認知症対応型通所介護事業所の管理者　
長野市長　　加　藤　久　雄　
（保健福祉部介護保険課担当）
指定通所介護事業所等における宿泊サービスに係る届出等について（通知）
　日頃、適切な介護保険サービスの提供に御理解と御協力をいただき、ありがとうございます。

　指定通所介護事業所等における宿泊サービス、いわゆる「お泊りデイ」につきましては、本年４月１日施行の長野市指定居宅サービス等の事業の従業者、設備及び運営の基準等に関する条例等の一部改正により、宿泊サービスを開始する場合の届出及び宿泊サービス中における事故対応に係る運営基準が新たに加えられたところですが、今般、この届出に係る様式を定めましたので、宿泊サービスを現に行っている事業所又は新たに行おうとする事業所については、下記により届出を行ってください。

また、宿泊サービスに係る届出制度の創設に伴い、国から宿泊サービスに係る人員、設備及び運営に関する指針が示されたことから、本市ではこの指針に則り、別添「長野市指定通所介護事業所等における宿泊サービスの提供に関する行政指導要綱」により宿泊サービスに係る基準を定めましたので、宿泊サービスを行う事業者の皆様には、この趣旨を御理解の上、適切な宿泊サービスを提供していただきますようお願いいたします。
　なお、宿泊が常態化して実質的な「居住」となり、食事の提供等を行っている場合は、有料老人ホームに該当する場合がありますので、該当する場合は老人福祉法に基づく届出を行ってください。
記
１　宿泊サービスの届出が必要な事業所
　(1) 指定（介護予防）通所介護事業所（指定療養通所介護事業所を含む。）

　(2) 指定（介護予防）認知症対応型通所介護

２　届出の期限　
宿泊サービスの提供開始前（現に宿泊サービスを行っている事業所については、平成27年９月30日（水）まで）
３　届出様式
別紙「指定通所介護事業所等における宿泊サービス開始（変更、休止・廃止）届出書」
４　届出先等　３の様式による届出書１部を長野市介護保険課へ提出してください。
５　宿泊サービスに係る基準（主なもの）
　(1) 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立った宿泊サービスの提供に努めること。

　(2) 宿泊サービスが位置付けられたケアプランに沿って宿泊サービスを提供するとともに、ケアマネージャーと連携を行うこと。
　(3) 宿泊サービスを提供する時間帯を通じて、介護職員等を常時１人以上確保すること。

　(4) 宿泊室は、原則として個室とし、その面積は7.43㎡以上とすること。

　(5) 個室以外の宿泊を設ける場合は、定員を４人以下とし、１人当たりの床面積を7.43㎡以上とすること。また、利用者のプライバシーを確保するとともに、男女が同室とならないよう配慮すること。

　(6) 消防法その他の法令を順守すること。
　(7) 宿泊サービスの提供に際し、利用者に対し重要事項を説明し、その同意を得ること。

　(8) 施設、設備等の衛生的な管理に努めるとともに、感染症の発生、まん延を防止するための必要な措置を講ずること。

　(9) 宿泊サービスに係る変更があったときは、変更後10日以内に届け出ること。

　(10)宿泊サービスを休止・廃止しようとするときは、その１か月前までに届け出ること。
【参考】長野市指定居宅サービス等の事業の従業者、設備及び運営の基準等に関する条例
　（設備等）

第87条　指定通所介護事業所には、次に掲げる設備等を設けなければならない。
（各号　略）

２　（略）

３　第１項各号に掲げる設備は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。

４　前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項各号に掲げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）には、当該サービスの内容を当該サービスの提供の開始前に市長に届け出なければならない。
（事故発生時の対応）

第95条の２　指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

２　指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しなければならない。

３　指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

４　指定通所介護事業者は、第87条第４項の指定通所介護以外のサービスの提供により事故が発生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じた必要な措置を講じなければならない。
※指定（介護予防）認知症対応型通所介護についても、同様の規定が置かれています。
様
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